
（報 告）トンネル工法に関する勉強会が開

かれました。 

 去る 9月 26 日（月）、当会本部（東京都千

代田区飯田橋）でトンネル工法に関する第 1

回目の勉強会を開いた。この勉強会は当会が

日韓トンネルに関する検討項目として掲げて

いる７項目①地形、地質、水深、②路線設定の

基本条件、③線路の規格、④トンネルの利用方

法、⑤設計と施工法、⑥建設主体と財源、⑦維

持管理と運営、の第５番目の項目「設計と施工

法」を研究するためのものである。 

 第１回目となる今回の勉強会では、日韓ト

ンネルの陸域部（壱岐、対馬、および海域部の

一部に分布が予想される「硬岩」の掘削を念頭

に置きトンネルボーリングマシン（TBM）の施

工事例を研究した。 

 選定した事例は、マレーシアで施工中で、完

成すれば東南アジア最長のトンネルとなるパ

ハン・セランゴール導水トンネルで、講師とし

て施工者である清水建設の技術者らを招い

た。 

 パハン・セランゴール導水トンネルは総延

長 44.6Km のうち 34.6Km を３工区に分けて

TBM で掘進中で、各工区での TBM 掘削長は約

11Km に達している。 

 勉強会では現場の岩盤が150〜200MPaと硬

いなかをどのように効率的に掘削するか、TBM

のカッタービット（TBM の前面についており

岩盤を細かく砕く刃）の交換方法や、同時進行

で実施される先進ボーリングの方法、工期短

縮のポイントなどについて質疑応答が続い

た。 

 

◇参考：日韓トンネルの施工 

 日韓トンネルの最深部は対馬と韓国の間の

海峡で、水深は概ね 160 〜 230m 程度である。

また最長海底区間は対馬と韓国間で 60Km を

超えている。施工法は長大トンネルでかつ相

当な硬岩も分布することから、トンネルボー

リングマシン（TBM）工法を主体としたシール

ド工法による高速掘削が考えられ、一部は山

岳工法、ごく浅いところは部分的に沈埋工法

も検討する３つの組み合わせになると見られ

ている。工法の選定には何よりも海底トンネ

ルの建設の可能性が最も高く、安全な施工が

できることが第一であり、併せて将来の使い
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方、利用効果ができるだけ便利になるよう

配慮することが望ましい。 

 

（報 告）上下分離方式に関する勉強会が

開かれました。 

 去る 10 月 26 日（水）、当会本部（東京都

千代田区飯田橋）で上下分離方式に関する

第1回目の勉強会を開いた。この勉強会は当

会が日韓トンネルに関する検討項目として

掲げている７項目のうちの一つ「建設主体

と財源」を研究するためのものである。 

 第１回目となる今回の勉強会では、欧州

の鉄道における上下分離方式の評価、鉄道

分野での上下分離方式の導入と利便性の増

進方法について研究した。講師は独立行政

法人鉄道施設整備支援機構から上下分離方

式の研究者を招いた。 

 ここで上下分離方式とは、鉄道・道路・空

港などの経営で、下部（インフラ）の管理と

上部（運行・運営）を行う組織を分離し、下

部と上部の会計を独立させる方式をいう。 

 勉強会では、JR 東海や JR 東日本などに比

べ欧州各国の鉄道輸送密度が極めて低い現

状の中（図参照）で、日本のような地域分割

ではなく、上下分離方式による鉄道改革が

有効に機能していることや、日本の鉄道に

適用した場合の試算例として埼玉高速鉄道

に上下分離方式を導入した場合の費用便益

費(B/C)の増加が現状に比べて1.9〜 2.6倍

に増加することなどが示された。 

 

◇参考：日韓トンネルでの上下分離方式 

 日韓トンネルの工事費は地質やルートに

より変動し、設計や施工法により変化する

が、これまでの試算で、その建設費用は約 10

兆円を見込んでいる。日韓トンネルを実現す

るためには、第一に建設に必要な技術的可能

性の具体的解決策を明らかにし、併せて、利

用に際してトンネル活用による収支採算の

とれる仕組みを構築する必要がある。 

 日韓トンネルは海底下を安全に掘削し、安

定した運行を確保するため、大きな投資が必

要となる。この資本費用の負担が運営のコス

トにかかると経営の見通しは困難となるこ

とが予想される。 

 英仏海峡トンネルは全額有利子の民間資

金により建設し、その返済のため経営が破綻

し、53％の債権放棄により再生した。一方、 

 日本の青函トンネルは当初、政府の財政投

融資の借入金で建設したが、国鉄改革の中で

全額国の負担に振替え、公共事業に切替え

た。またポンプの取替え等の高額の保守費は

国が 2/3 を負担する仕組みも併用している。 

 また建設中の整備新幹線 1500Km は基本的

に国の公共事業として位置付け、国 2/3、地方

1/3 の公的資金で建設し、運営主体の JRは受

益の範囲の使用料だけ貸付料として支払う

上下分離になっている。この仕組のおかげで

輸送量の少ない整備新幹線もすべて採算が

とれるようになり、建設が進んでいる。 

 日韓トンネルも日韓両国の公共事業とし
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勉強会で使用資料より、欧州都の輸送密度の比較 



て位置付け、必要により維持管理も併せ保証

し、経営の安定を図る必要がある。このため、

インフラの建設と保有は公的主体が受持ち、

運営は民間が行う上下分離方式の導入が効果

的である。 

 

（報 告）米国情報誌に掲載されたリニア

モーターカーと日韓トンネル。 

 去る 3月 26 日（月）ワシントン在住で本会

顧問の中村忠彦氏が当会本部を訪れ、野澤会

長に、ワシントンにおける最近の活動、特に議

会筋・国務省筋の状況を報告した。一方、野澤

会長は新しいパンフレットを提示しながら、

日韓トンネルに関する日本と韓国の状況を説

明した。以下に中村顧問が編集長を務める全

米新聞の主要報道の要約とコメントを掲載し

た「Galaxy Weekly Report2012 年 3 月 30 日

号」から、リニアモーターカーと日韓トンネル

に関する報道記事の一部を要約する。 

①リニアモーターカー 

 先週、日本の神奈川県で磁気浮上（リニア）

鉄道列車の企画説明会があり、JR 東海の葛西

敬之会長がリニア鉄道を「東海道新幹線のバ

イパスである」と位置づけた。既に半世紀を越

えた東海道新幹線は老朽化が進み、全線を総

合点検・再整備するオーバーホールの期間、数

年間は営業は当然ストップするからである。

しかし配付資料を見ると、リニアが終点大阪

まで開通するのが33年後の2045年とある。そ

の間、老朽化した新幹線を継続運行するとい

う安全保障の問題はどうなるのか。バイパス

鉄道という説明は不合理となる。 

 経済的側面で見ても、全車両を磁気浮上さ

せるためのエネルギーコスト高から大量乗客

移動は極端に不経済となる。33年後の航空機
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を含めた他の交通機関がどうなっているか

等、長期予測がまずあってからの企画ではな

いか。中国のみかフランス高速鉄道もすでに

時速 500ｷﾛでの営業運転を射程に入れてい

る。在来線技術でこれが 10 年内外で実現する

と想定可能だ。このような世界的鉄道産業の

進歩の過程にあって「33 年後に時速 500ｷﾛを

目指す」というリニア推進者のメンタリ

ティーはどのような構造になっているのか。 

②日韓海底トンネル 

 戦前、日本は朝鮮半島を版図に併合、満洲を

建国、満州鉄道を建設し、その包括的鉄道網建

設には当然の如くに、日本と朝鮮半島をつな

ぐ海底トンネルが位置付けられていた。戦後、

早い時期から日本と韓国の有志の間でこの計

画を前進させようとの合意があり、今日、日本

には NPO 法人としての「日韓トンネル研究会」

があり、韓国にも同様の社団法人が立ち上

がっている。 

 両研究会は既に技術的検証を終わり、充当

する技術、機材に関する提言も揃い、トンネル

建設コストの積算と、その経済効果推測には

野心やけれんみなど毛ほども見当たらない。 

 日本と韓国の間での興味深い議論は、コス

トをどう分担するかだ。韓国側研究会では「唐

津から対馬までは日本の国内トンネル。本当

の国際トンネルは対馬から釜山まで」として

10兆円の建設費を大まかに割って日本が7兆

円、韓国が 3 兆円としている。現在存在する

シールド掘削機を使うと最長 10 年間で工事

は完成し、日本の分担する支出は年間 7000 億

円。日本の年間政府総支出はおよそ 90 兆円な

のだから、その 100 分の 1に過ぎない。前記東

京名古屋間のリニア新幹線よりはるかに少な

い支出だ。  
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は、2008 年 4月の日韓首脳会談で福田康夫首

相（当時）と李明博大統領の合意ではじまり、

日本と韓国の学者 26 人で構成される「日韓新

時代共同研究プロジェクト」が共同研究を積

み重ねてきた。その結果、日韓トンネルは「日

韓関係」に属するアジェンダ（行動計画）で「日

韓海底トンネル構想の長期的推進」として報

告書に盛り込まれた。  

 今回、第 2 期研究を開始することで合意し

たことにより、日韓トンネルは「日韓新時代共

同研究プロジェクト」の具体的な事業として

更に両国間で共同研究が続けられる可能性が

でてきた。 

 

 （記事紹介）日韓トンネル計画に関連する

新聞・雑誌記事を紹介します。今回は次の１

点です。 

・読売新聞 2011年10月19日（夕刊）  

 

【記事解説】 

 昨年 10月 19 日、野田首相は韓国のイ・ミョ

ンバク（李明博）大統領とソウルの大統領府

（青瓦台）で会談した。その際、両首脳は 

未来志向の日韓関係構築の必要性でも一致。

双方の学識者による「日韓新時代共同研究プ

ロジェクト」の第 2 期研究を開始することで

合意した。 

 この「日韓新時代共同研究プロジェクト」 


